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⽬次

＊ 本資料は、2023年度第2四半期の当社の業績等に関する情報の提供を⽬的としたものであり、当社が発⾏する有価証券への投資を勧誘することを⽬
的としたものではありません。また、本資料は2023年10⽉30⽇現在のデータに基づいて作成されております。本資料には資料作成時点の当社の⾒解を
記載しており、その情報の正確性、完全性を保証し⼜は約束するものではなく、今後予告なしに変更されることがあります。

＊ なお、本編は特段の追記がない限り、連結対象会社でない⽶国みずほ証券等の⽶国拠点を含んだ、社内管理ベースの計数で説明しております。
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21年度
1Q 2Q 3Q 4Q

22年度
1Q 2Q 3Q 4Q

23年度
1Q 2Q

経常利益 当期純利益 純営業収益

前年同期23年度22年度前四半期23年度
増減率上期上期増減率2Q1Q（億円）

+142%18777+55%11373グローバル投資銀⾏

+17%584497▲ 8%279304グローバルマーケッツ

+76%7342+29%4132リテール・事業法⼈

2023年度第2四半期ハイライト

部⾨別経常利益*3

経営成績*1

前年同期23年度22年度前四半期23年度

増減率上期上期増減率2Q1Q（百万円）

+28%327,785255,658+5%168,225159,559純営業収益

+21%241,452199,495+3%122,778118,673販売費・⼀般管理費

+55%87,90856,850+12%46,41041,497経常利益

+84%88,60248,243+6%45,66842,933税⾦等調整前純利益

+88%91,86948,993▲ 21%40,51051,359当期純利益

 決算のポイント
マーケッツがFICC中⼼に好調に推移、投資銀⾏では内外DCM、
ECM、M&Aの各プロダクツで収益を積み上げ、前年同期⽐で
増収増益、上期経常利益は過去最⾼に

— 上期を通して、⽶国拠点が好調に推移し、全社収益を牽引

— 2Qは、⽶国・国内FICCの好調継続に加え、⼤型ECM案件への
関与もあり⾼⽔準を確保

— リテールは、お客さま本位の営業の伸展に加え、内外株式市場の
追い⾵もあり、前四半期⽐・前年同期⽐ともに増益

— 当期純利益は、ビジネスの好調に加え、税効果の影響もあり
前年同期⽐増益

CIBC

GCIBC

GMC

RBC

RBC

21年度*2

1,308億円
22年度*2

1,116億円
23年度上期*2

879億円

(億円)

*1: 2023年度1Qより⼀部の取引関係費について、純営業収益より直接控除する表⽰⽅法から、販売費・⼀般管理費に計上する表⽰⽅法に変更。これに伴い、過年度の数値を変更後の表⽰⽅法に合わせて組み替え
*2: 経常利益 *3: ︓コーポレート＆インベストメントバンキングカンパニー、 ︓グローバルコーポレート＆インベストメントバンキングカンパニー、 : グローバルマーケッツカンパニー、 ︓リテール・事業法⼈カンパニーCIBC GCIBC GMC RBC
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22年度
1Q 2Q 3Q 4Q

23年度
1Q 2Q

DCM ECM M&A関連

事業部⾨別概要 〜グローバル投資銀⾏①
経営成績*1 第2四半期の概況

*1: 2023年度1Qより⼀部の取引関係費について、純営業収益より直接控除する表⽰⽅法から、販売費・⼀般管理費に計上する表⽰⽅法に変更。これに伴い、過年度の数値を変更後の表⽰⽅法に合わせて組み替え
*2: 2023年度1Qより組織改編のため、⼀部組織をリテール・事業法⼈部⾨から移管

純営業収益 プロダクト別推移

 決算のポイント

良好な起債環境を背景に国内DCMが好調であったことに
加え、⽶国ECMで⼤型案件を遂⾏、M&A関連においても
着実に案件収益化

— 前四半期⽐では、国内DCMが好調であったことに加え、
⽶国での⼤型ECM案件への関与やM&A関連収益が
好調だったこともあり、国内外全拠点において増収

− 前年同期⽐では、国内外のECMの⼤型案件収益化に
加え、海外での起債市場回復を背景にDCMで収益を
積み上げ⼤幅に増益

− 私募不動産関連は引続き好調を維持し、M&A関連に
おいても着実に収益化、各プロダクツで増収

前年同期23年度22年度前四半期23年度
増減率上期*2上期増減率2Q1Q（億円）

+60%595372+26%331264純営業収益

+63%235144+16%126109DCM

+94%14072+52%8555ECM

+34%157117+18%8572M&A関連

+38%408295+14%218190販売費・⼀般管理費

+142%18777+55%11373経常利益
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取引⾦額
（億円）

件数
（件）会社名順位

31,58043野村證券1
27,65321三菱UFJモルガン･スタンレー証券2
20,9395JPモルガン3
15,50513BofAセキュリティーズ4
13,63441Deloitte5
13,50542みずほフィナンシャルグループ6

シェア
（％）

取引⾦額
（百万＄）会社名順位

5.74,224Morgan Stanley1
5.03,695BNP Paribas2
4.33,198Mizuho Financial Group3
4.13,015Citi4
4.02,935JPMorgan5

シェア
（％）

取引⾦額
（百万＄）会社名順位

11.427,562JPMorgan1
10.926,307BofA Securities2
8.019,398Citi3
6.616,072Morgan Stanley4
5.613,602Barclays5
5.012,169Mizuho Financial Group8

■海外■国内
サステナビリティボンド︓KEPCOサステナビリティボンド︓⽇本政策投資銀⾏
グリーンボンド︓ENGIE、EDPサステナビリティ･リンク･ボンド︓
グリーンハイブリッド︓イオン、オリエントコーポレーション

Volkswagen International Financeグリーンボンド︓NTTファイナンス、岩⼿県
事業債︓ソーシャルボンド︓⻄⽇本⾼速道路

Columbia Pipelines Operating 事業債︓⽇産フィナンシャルサービス、アステラス製薬、
Thermo Fisher Scientific ⽇本酸素HD、パナソニックHD、
ConocoPhillipsジャパンインベストメントアドバイザー
Unilever Capital劣後債︓ENEOSHD、かんぽ⽣命
KEXIMサムライ債︓BPCE、⼤韓⺠国

地⽅債︓福井県
財投機関債︓中⽇本⾼速道路

事業部⾨別概要 〜グローバル投資銀⾏②

M&A・その他アドバイザリー

国内公募債総合*1 ⽶国IG Corp USD債*4

M&A公表案件*2

内外エクイティ総合*3

グローバルSDGs債*5

⽶国ECM*6

DCM

ECM

シェア
（％）

引受⾦額
（億円）会社名順位

22.323,620みずほ証券1

20.221,446野村證券2

19.320,496⼤和証券3

16.217,182SMBC⽇興証券4

13.714,502三菱UFJモルガン・スタンレー証券5

シェア
（％）

取引⾦額
（億円）会社名順位

33.75,613野村ホールディングス1

13.42,231⼤和証券グループ本社2
12.92,150SMBC⽇興証券3
11.61,934みずほフィナンシャルグループ4

8.01,337三菱UFJモルガン･スタンレー証券5

シェア
（％）

取引⾦額
（百万＄）会社名順位

14.815,488Goldman Sachs1
11.411,854BofA Securities2
11.011,507JPMorgan3
7.77,996Morgan Stanley4
5.55,760Citi5
1.91,929Mizuho Financial Group12

主要リーグテーブル（2023/4/1-2023/9/30） 主な案件（23年度2Q）

■海外■国内
CB︓FO︓セルソース
Cellnex TelecomIPO︓ナレルグループ、エコナビスタ、JRC
Envista HoldingsINFRA/FO︓
Liberty Mediaカナディアン・ソーラー・インフラ

IPO︓REIT/FO︓
Arm Holdingsインヴィンシブル、コンフォリア・レジデンシャル、
Klaviyoスターアジア不動産、ジャパン・ホテル・リート、

アドバンスレジデンス

■国内
カーライルによる星光PMCの完全⼦会社化
チェンジホールディングスによるイー・ガーディアンの連結⼦会社化
KDDIによるケーブルテレビ関連事業のJCOMへの売却

■海外
本⽥技研⼯業による⼋千代⼯業の印マザーサンへの売却
SBテクノロジーによるフォントワークスの⽶Monotypeへの売却
デンソーによる蘭Certhon Buildの買収

*1: 引受⾦額ベース、ローンチ⽇ベース サムライ債、地⽅債（主幹事⽅式）、優先出資証券を含み、⾃社債除く
出所）Capital Eyeの情報を基に、みずほ証券にて作成

*2: 取引⾦額ベース、⽇本企業関連、不動産案件除く 出所）Refinitivの情報を基に、みずほ証券にて作成
*3: ブックランナーベース、価格決定⽇ベース 新規公開株式、既公開株式、転換社債型新株予約権付社債の合算（REIT含む）

出所）Refinitivの情報を基に、みずほ証券にて作成
*4: ブックランナーベース、⽶国の投資適格の企業が発⾏する債券（発⾏額250百万USD以上）

出所）Dealogicの情報を基に、みずほ証券にて作成
*5: ブックランナーベース、グローバルベースの投資適格の企業が発⾏するSDGs債（発⾏額250百万USD以上）

出所）Dealogicの情報を基に、みずほ証券にて作成
*6: ブックランナーベース、⽶国の取引所で発⾏する株券 出所）Dealogicの情報を基に、みずほ証券にて作成
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事業部⾨別概要 〜グローバルマーケッツ
経営成績* 第2四半期の概況

* 2023年度1Qより⼀部の取引関係費について、純営業収益より直接控除する表⽰⽅法から、販売費・⼀般管理費に計上する表⽰⽅法に変更。これに伴い、過年度の数値を変更後の表⽰⽅法に合わせて組み替え。尚、1Q実績の⼀部について
遡及修正を実施

純営業収益 プロダクト別推移

 決算のポイント

⽇⽶⾦融政策や景気動向の先⾏き不透明感があるなか、
顧客フローを的確に捕捉して安定的に収益を計上

− FICCでは、国内外でクレジット、デリバティブビジネスが堅調
を維持した他、⽶国証券化商品ビジネスが需給改善もあり
着実に伸⻑し、前四半期からの好調が継続

− エクイティでは、委託⼿数料は前四半期並みの⽔準を維持
するも、8⽉以降世界的に株価が軟調に推移したこと等を
背景にトレーディングが伸び悩み、前四半期⽐では減収

— 前年同期⽐では、⽶国・国内でのFICC好調に加え、欧州
において収⽀改善が進展したこともあり⼤幅増益

前年同期23年度22年度前四半期23年度

増減率上期上期増減率2Q1Q（億円）

+21%2,0341,686+1%1,0221,011純営業収益

+21%1,191983+5%610581FICC

+10%789719▲ 6%381408エクイティ

+22%1,4501,188+5%743706販売費・⼀般管理費

+17%584497▲ 8%279304経常利益

22年度
1Q 2Q 3Q 4Q

23年度
1Q 2Q

FICC エクイティ
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22年度
1Q 2Q 3Q 4Q

23年度
1Q 2Q

資産導⼊額

 決算のポイント

⾦利上昇が継続、内外株価も総じて⾼値圏で推移する中、
多様化するお客さまのニーズにお応えし、前四半期⽐増益

− お客さま本位の業務運営の継続により、顧客理解に基づく
ポートフォリオを意識したコンサルティンングが伸展

− 資産導⼊は885億円の流⼊超過。2013年度1Q*2以降、
流⼊超過が継続

− 安定収益資産の拡⼤に向け着実に取り組み、公募株式
投信・ラップ純増は610億円の流⼊超過

 安定収益⽐率*3

■ お客さまサービスに係る外部評価取得
ー “個の⼒”強化によるCS向上モデルが、⼀般社団法⼈CRM

協議会「2023 CRMベストプラクティス賞*4」 を受賞。今回
で7年連続の受賞

事業部⾨別概要 〜リテール・事業法⼈

資産導⼊ 公募株式投資信託・ラップ 残⾼・純増

経営成績 第2四半期の概況

*1: 2023年度1Qより組織改編のため、⼀部組織をグローバル投資銀⾏部⾨へ移管 *2: みずほインベスターズ証券と合併し、現在の業容となった2013年度以降で集計
*3: 安定収益⽐率は、リテール・事業法⼈部⾨の安定収益（投資信託代⾏⼿数料・保険代⾏⼿数料・ファンドラップ関連収益）÷経費より算出
*4: 顧客中⼼主義経営の実現を⽬指し、戦略・オペレーション・組織の観点から顧客との関係を構築し、その成果を上げている企業・公官庁・団体を表彰するもの

前年同期23年度22年度前四半期23年度

増減率上期*1上期増減率2Q1Q（億円）

+4%609584+8%316292純営業収益

+2%446439+8%231215フロー収益

+13%162144+10%8577安定収益

▲ 1%535542+6%275260販売費・⼀般管理費

+76%7342+29%4132経常利益

23年度22年度21年度
2Q1Q4Q3Q2Q1Q4Q3Q2Q1Q

32％31％26％27%27％29％30％32%30%27%

1,880
(⼗億円)

4.1 4.1 4.0 
4.4 

5.2 5.1 

78 
57 55 52 

20 
61 

0

100

200

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

22年度
1Q 2Q 3Q 4Q

23年度
1Q 2Q

株投・ラップ残⾼(兆円)
株投・ラップ純増額(⼗億円)
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2Q
23年度

1Q4Q3Q2Q
22年度

1Q4Q3Q2Q
21年度

1Q

317308292238195253114153161163⽶州

11101211▲ 41▲ 30▲ 26▲ 33欧州

414▲ 1▲ 555▲ 2▲ 3916アジア

33433330423420321682122168183海外合計

(億円)

第2四半期の概況

海外拠点別概要
海外拠点別経常利益

21年度
1Q 2Q 3Q 4Q

22年度
1Q 2Q 3Q 4Q

23年度
1Q 2Q

⽶州 欧州 アジア 海外合計
 ⽶州

− FICCではデリバティブや証券化商品等、幅広いプロダクツで
収益を積み上げたほか、投資銀⾏では⼤型ECM案件や
複数のM&A案件の収益化もあり、⾼⽔準を確保

− 各プロダクツにおけるプレゼンス拡⼤もあり、拠点収益は増加
基調が継続

 欧州
− CIBモデルが伸展する中、プライマリーでは複数のDCM案件

が収益化したほか、セカンダリーではクレジットやデリバティブで
収益を積み上げ、安定的に⿊字を確保

 アジア
— 中国の景気後退懸念が⾼まり、マーケットが軟調に推移

するも、⿊字を堅持
— セカンダリー分野における銀証⼀体運営も着実に伸展

21年度
557億円

22年度
958億円

23年度上期
667億円
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2023年度第2四半期トピックス
楽天証券との協業進捗状況

みずほ証券と楽天証券の共同事業に係る基本合意の締結 みずほ銀⾏と楽天証券の⾦融商品仲介ビジネス開始
• オンラインサービスを利⽤するお客さまの豊かな⽼後⽣活の実

現に向け多様化する対⾯相談ニーズに応えるべく、両社の
強みを活かした共同事業を開始する基本合意を締結

• 世代を超えた家族の資産の“かかりつけ医”を⽬指し、両社
を委託元とする⾦融商品仲介を⾏う新会社を設⽴

• 株式等の運⽤を希望されるみずほ銀⾏のお客さまに対し、
10/3から、楽天証券の⾦融商品・サービスを提供開始

その他の協業施策における実績

みずほ銀⾏ 楽天証券みずほ銀⾏の
お客さま

⼝座開設の
お申込

みずほ銀⾏
による仲介

商品提供

IR/リサーチ
連携

＜引受業務における両社共同参画＞
– DCM︓9件
– ECM︓18件

*2022年11⽉〜2023年9⽉累計

• 〈みずほ〉のお客さま（発⾏企業）に楽天証券の個⼈
投資家向けIRサービスを提供

• みずほ証券公式YouTubeコンテンツの提供・共同制作
• 楽天証券のお客さまにみずほ証券のレポートを提供

株式等の商品・サービス
・ かぶミニTM（単元未満株取引）
・ かぶツミTM（国内株式積⽴）・ ポイント投資 等

楽天証券みずほ証券
利便性の⾼いオンラインプラットフォーム、

豊富な商品ラインアップ
対⾯コンサルティング中⼼の資産運⽤・
承継等の専⾨性の⾼い商品・サービス

新会社（当局の認可等前提に2024年春を⽬途に事業開始予定）

 お客さまが世代を超えて、⻑期にわたり安⼼して、家族の資産の
悩みを相談できる“かかりつけ医”のような存在となる

⽬指す
姿

営業
⽅針

提供
サービス

 お客さまのニーズ起点でのコンサルティングを実施する中⽴性の⾼い
業務運営⽅針を徹底し、信頼獲得を通じた預り資産拡⼤を⽬指す

 利便性と専⾨性が⾼い対⾯コンサルティングを中⼼とした資産運⽤
や、承継等のソリューションをワンストップで提供

 お客さまはオンライン・オフラインを使い分けながら、年数回の定期的な
⾯談を通じて、資産運⽤や相続等の相談が可能に

共同出資による新会社の設⽴
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2023年度第2四半期トピックス
国内初の無格付公募社債発⾏を実現今年世界最⼤のIPO案件に主幹事参画

*1: Corporate & Investment Banking
*2: 社債管理補助者制度（2021年3⽉施⾏）に基づき、発⾏会社の委託を受け、社債権者保護を⽬的に社債の管理が円滑に⾏われるよう社債権者を補助する者。社債権者の代理として破産⼿続きに参加する届出等を⾏える
*3: 社債発⾏の際、社債要項に記載される発⾏体側の義務や制限等について定めた特約条項のこと

• 公募社債として国内初となる無格付社債発⾏案件において
みずほ証券が主幹事として社債スキームを構築
（社債管理補助者*2設置、コベナンツ*3としての財務制限
条項の付与等で実現）

• 同様スキーム活⽤により、今後の社債の商品性拡⼤が期待

Arm
 H

oldings

投
資
家

主幹事証券会社

⽶国みずほ証券

Barclays Capital

Goldman Sachs

J. P. Morgan
Securities

投
資
家
भ
募
集
؞
販
売

上
場
⼿
続
ऌ
等
भ
१
এ
␗
ॺ

Arm Holdings plc会社名

110 Fulbourn Road Cambridge, 
Cambridgeshire CB1 9NJ GBR本社所在地

半導体の設計、開発ツールの販売等事業内容

NASDAQ National Market System上場市場

発⾏体︓ジャパンインベストメントアドバイザー

主幹事︓みずほ証券

格付機関
今次スキームは格付

取得無し

投資家の募集・販売

スキームの調整等

コベナンツとしての
財務制限条項の付与
 純資産額・利益維持

投資家

社債管理補助者
（みずほ銀⾏）

投資家保護の観点から
投資家が⾏う社債の管理を補助

初設置

公募社債での
付与は稀

公募社債で
初の無格付

• 今年世界最⼤のIPO案件である英半導体設計会社Arm 
Holdingsの⽶国IPOに、欧⽶⼤⼿投資銀⾏と並び共同主
幹事の⼀⾓として⽶国みずほ証券が参画

• 国内外の〈みずほ〉の総⼒結集によるグローバルCIB*1の
成功事例
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2023年10⽉30⽇Appendix
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⽶国拠点合算データ（P/L推移）*

* 2023年度1Qより⼀部の取引関係費について、純営業収益より直接控除する表⽰⽅法から、販売費・⼀般管理費に計上する表⽰⽅法に変更。これに伴い、過年度の数値を変更後の表⽰⽅法に合わせて組み替え

（百万円）
23年度

--2Q1Q1Q-4Q

168,225 159,559 327,785 純営業収益
46,410 41,497 87,908 経常利益
40,510 51,359 91,869 当期純利益

22年度
4Q3Q2Q1Q1Q-4Q

155,824 122,782 131,748 123,910 534,265 純営業収益
28,685 26,088 26,581 30,269 111,624 経常利益
10,277 20,591 17,076 31,917 79,862 当期純利益

21年度
4Q3Q2Q1Q1Q-4Q

124,628130,608134,950128,896519,083純営業収益
19,16433,07239,60239,054130,893経常利益
11,59128,75231,03130,124101,500当期純利益
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連結データ（P/L推移）

* 「引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の⼿数料」は「引受・売出⼿数料」、「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱⼿数料」は「募集・売出⼿数料」と表記しております

（百万円）
23年度22年度

2Q1Q1Q-2Q4Q3Q2Q1Q1Q-4Q

146,390132,008278,398124,48599,856113,01087,625424,977営業収益
48,37247,44695,81845,34639,93239,71236,093161,084受⼊⼿数料
9,2159,17718,3928,0006,7707,3957,57929,746委託⼿数料
8,8208,80917,6297,5376,4676,9947,19228,192株券

2902625523581942782441,074債券
11,2239,93321,1567,9789,1436,5645,33829,024引受･売出⼿数料*

3,9894,3408,3294,2712,6211,6216939,207株券
7,1795,48412,6643,4926,4994,8184,56419,374債券
9,2138,47117,6848,5416,2526,7778,10929,681募集･売出⼿数料*

5,7924,70210,4944,1474,2114,9506,53319,843投資信託
18,72019,86438,58420,82517,76518,97415,06672,633その他の受⼊⼿数料
7,9937,15715,1506,4576,4336,7246,53926,154投資信託
8,90110,34319,24512,3598,83510,3986,22437,817その他（株券、債券除く）

25,50832,07357,58222,62222,57723,55223,31192,063トレーディング損益
▲ 217▲ 7,371▲ 7,5898,936▲ 6,40911,910▲ 1,52812,909株券等
25,72539,44565,17113,68628,98711,64124,83979,154債券等・その他

6614651,126▲ 5631,556491,1162,159営業有価証券等損益
71,84752,022123,87057,07835,79049,69527,104169,669⾦融収益
61,93350,603112,53648,63432,92040,31922,485144,360⾦融費⽤
84,45681,404165,86175,85066,93672,69065,139280,616純営業収益
70,64471,241141,88573,65663,80365,95160,580263,992販売費･⼀般管理費
13,81210,16323,9762,1933,1326,7384,55816,624営業利益

8668391,7057651431,0811,0313,021営業外収益
▲ 972271303,5251,0737826436,024営業外費⽤

14,77510,77525,551▲ 5652,2027,0374,94613,620経常利益
1331,8972,0315,1143,786240619,202特別利益
8754611,33634,8562,5996,7982,09046,344特別損失

14,68728,20742,894▲ 9,9253,27795612,1866,494純利益
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連結データ（受⼊⼿数料及び販売費・⼀般管理費の内訳）

* 1: 「引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の⼿数料」は「引受・売出⼿数料」と表記しております
* 2: 「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱⼿数料」は「募集・売出⼿数料」と表記しております

（億円）

YoY2Q累計QoQ23年度2Q累計22年度受⼊⼿数料 2Q1Q2Q1Q
+97294▲ 614315019610392株券
+34176+088881416971委託⼿数料
+6083▲ 3394323166引受・売出⼿数料*1

+410▲ 236651募集・売出⼿数料*2

▲ 023▲ 01112241212その他の受⼊⼿数料
+62202+8105971396871債券
+05+022522委託⼿数料

+32126+167154934845引受・売出⼿数料*1

+2852▲ 32428241113募集・売出⼿数料*2

+117▲ 561116610その他の受⼊⼿数料
+8258+19138119250117132投資信託

▲ 02▲ 011211委託⼿数料
▲ 9104+1057471144965募集・売出⼿数料*2

+18151+879711326765代⾏⼿数料
+31202▲ 129510717110764その他
+1013+275211保険販売・代⾏⼿数料
▲ 118+0981999ラップ⼝座⼿数料
▲ 734▲ 81321412615M&A関連⼿数料
+464▲ 33033604217ｽﾄﾗｸﾁｬｰﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｽ関連⼿数料
+112▲ 0561156コンサルタント⼿数料

+2358▲ 32730352114その他の受⼊⼿数料
+200958+9483474758397360受⼊⼿数料合計

（億円）

YoY 2Q累計QoQ 
23年度

2Q累計
22年度

販売費・⼀般管理費
2Q1Q2Q1Q

+18241▲ 12114127222114107取引関係費
+61628+36332295566301265⼈件費
+35194▲ 5941001598573不動産関係費
+30186+596901567680事務費

▲ 13104+253511186453減価償却費
+2163▲ 311647421725その他

+1531,418▲ 57067121,265659605販売費・⼀般管理費合計
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バランスシート(連結) ⾃⼰資本規制⽐率（連結）

⾃⼰資本規制⽐率（単体）

バランスシートの状況

（億円）

2023年2023年2023年2023年

9⽉末6⽉末9⽉末6⽉末

負債の部資産の部

223,199183,451流動負債242,782201,971流動資産

123,870102,973トレーディング商品10,4606,523現⾦・預⾦

57,32547,660有価証券担保借⼊⾦141,361118,091トレーディング商品

13,5409,992短期借⼊⾦1,009978営業有価証券等

4,3104,110CP74,92761,621有価証券担保貸付⾦

15,06414,445固定負債3,2993,544固定資産

6,8736,619社債253255有形固定資産

7,8977,524⻑期借⼊⾦588580無形固定資産

238,296197,930負債合計2,4562,708投資その他の資産

純資産の部1,2811,274うち投資有価証券

7,5347,387株主資本

192143その他の包括利益累計額

5655⾮⽀配株主持分

7,7847,586純資産合計

246,081205,516負債純資産合計246,081205,516資産合計

286.6
304.8

265.0
276.6 275.1

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

22/9末 22/12末 23/3末 23/6末 23/9末

（％）

283.2 289.1
306.6 305.8 299.4

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

22/9末 22/12末 23/3末 23/6末 23/9末

（％）
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単体データ（P/L推移）

* 「引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の⼿数料」は「引受・売出⼿数料」、「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱⼿数料」は「募集・売出⼿数料」と表記しております

（百万円）

23年度22年度
2Q1Q1Q-2Q4Q3Q2Q1Q1Q-4Q

115,53099,866215,396101,73085,121103,54981,977372,379営業収益
43,13639,54982,68639,04236,52234,99132,563143,118受⼊⼿数料
7,4137,46614,8806,2785,6345,8865,98823,788委託⼿数料
7,2517,31014,5626,1135,4885,7365,81723,155株券

575010760372728153債券
9,5278,38117,9097,3708,8465,6534,81326,684引受･売出⼿数料*

3,1843,4336,6184,1762,5261,1516668,520株券
6,2894,83911,1282,9796,2974,3774,06717,722債券
6,6345,30511,9405,3705,0445,4837,16923,066募集･売出⼿数料*

5,7924,70210,4944,1474,2114,9506,53319,843投資信託
19,56118,39637,95720,02216,99717,96714,59169,578その他の受⼊⼿数料
7,9937,15715,1506,4576,4336,7246,53926,154投資信託
6,4437,35513,7989,7927,1068,4934,76030,153その他（株券、債券除く）

23,28028,10951,39020,22920,68523,02926,70490,648トレーディング損益
▲ 853▲ 7,370▲ 8,2249,093▲ 6,37411,884▲ 1,51813,084株券等
24,13435,48059,61511,13627,06011,14528,22277,564債券等・その他

906981,004▲ 1394144984311,204営業有価証券等損益
48,20632,10880,31442,59927,49945,03022,278137,406⾦融収益
43,26734,63877,90637,65727,30436,96018,521120,444⾦融費⽤
72,26265,227137,49064,07357,81766,58863,455251,934純営業収益
59,37257,834117,20760,72755,53258,94755,118230,326販売費･⼀般管理費
12,8907,39220,2823,3452,2847,6418,33721,608営業利益

3574197778317545028642,952営業外収益
174126300126303635227営業外費⽤

13,0737,68620,7594,0513,0088,1079,16524,333経常利益
39649889415,2113,7862406119,300特別利益
7424611,20432,2552,6006,8952,27544,026特別損失

13,67224,16537,8372,0673,7222,20416,30224,297純利益
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（⼗億円）
23年度22年度

2Q1Q4Q3Q2Q1Q

316117732125株式引受・売出販売額*

248136188151226179外国債券販売額*

103129177251125226国内債券販売額*

211179151152166232株式投信販売額*

（千⼝座）

23/9末23/6末23/3末22/12末22/9末22/6末

1,689 1,695 1,776 1,805 1,800 1,864 証券総合⼝座数
1,325 1,322 1,380 1,389 1,380 1,380 うちみずほ証券ネット倶楽部⼝座数

16 14 20 19 14 15 新規登録⼝座数（リテール・事業法⼈部⾨）

281 278 277 277 277 276 NISA⼝座開設数

23年度22年度
2Q1Q4Q3Q2Q1Q

64.2%64.2%62.4%62.0%62.5%67.0%みずほ証券ネット倶楽部件数⽐率（株式）
40.1%32.4%29.1%32.4%29.2%28.1%みずほ証券ネット倶楽部⾦額⽐率（株式）

単体データ（商品販売、⼝座数）

* 「株式引受・売出販売額」、「外国債券販売額」、「国内債券販売額」、「株式投信販売額」はリテール・事業法⼈部⾨の計数を記載しております
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単体データ（マーケットシェア、預かり資産）
（⼗億円）

23年度22年度
2Q1Q4Q3Q2Q1Q

14,51514,51713,60018,78315,34117,412合計株券売買⾼（⾦額）
5,2964,7665,7027,8276,9007,669⾃⼰
9,2189,7517,89810,9568,4409,742委託

2.52%2.62%2.87%3.89%3.46%3.63%東証売買代⾦シェア

556518642166株券引受⾼（⾦額）
2,4611,7151,2202,0641,6761,703債券

15190281693426株券募集・売出取扱⾼（⾦額）
1,8941,1078821,4831,2331,268債券
1,3971,2371,3611,0631,1061,284投信

（⼗億円）

23/9末23/6末23/3末22/12末22/9末22/6末

54,96754,75150,22047,86047,40348,520全社預かり資産
33,13633,05329,89028,27327,67127,399株式
13,56613,35212,98712,73312,70913,801債券
7,5697,5846,7806,2286,3956,602投信

695761561624626716その他

49,22349,13045,36644,58744,09443,970リテール・事業法⼈部⾨預かり資産
28,67428,59525,81025,73125,10824,810株式
12,82712,81512,63812,45612,45112,502債券
7,4327,4486,6436,1266,2706,406投信

881431,88019416399資産導⼊額（リテール・事業法⼈部⾨）
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（名、拠点）

23/9末23/6末23/3末22/12末22/9末22/6末

9,131 9,156 8,942 9,160 9,217 9,257 連結従業員数
6,981 7,057 6,864 6,985 7,096 7,221 みずほ証券単体

248 252 242 262 258 264 その他国内会社
1,902 1,847 1,836 1,913 1,863 1,772 海外現地法⼈

237 236 236 239 240 240 拠点数
225 225 225 229 230 230 国内
12 11 11 10 10 10 海外（駐在員事務所＋現地法⼈）

従業員数、拠点数

* 従業員数および拠点数には⽶国みずほ証券（ 22/6末︓925名、 22/9末︓1,011名、 22/12末︓1,032名、 23/3末︓941名、 23/6末︓946名、23/9末︓989名）も含んでおります


